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法人全体の資源の配分や成果の最大化を任務。
法人全体に対して監督責任を負う。

※解任も同様の手続

選考にあたり
一定の手続を
要件とするか等は
検討が必要

法人の経営方針に従いつつ、大学における教育研究の
実施体制、カリキュラムの編成、学生の管理等、大学の
自主的な運営を行う一定の権限と裁量を持つ一方、
法人の長に対し責任を負う。

【法人の長】

【大学の長】
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【法人の長】

学長の法人運営への参画

大学の長になると
同時に自動的に
法人の理事になる
(他の理事とは異なる裁量
や権限を有する理事）

役
員
会

法人本部

大学

【大学の長】

【大学の長】

経営協議会の位置付け

法人 経営協議会基本形

法人に経営協議会を置く

運用の例
法人

経営協議会

経営協議会
Ａ大学分科会

経営協議会
Ｂ大学分科会

①分科会を置くパターン

経営協議会
A大学分科会

Ａ大学

経営協議会
B大学分科会

Ｂ大学

②各大学に経営審議機関を置くパターン

教育研究評議会の位置付け

法人

基本形
法人に大学毎に当該大学の

教育研究に関する重要事項を審議する
教育研究評議会を置く

法人
Ａ大学

教育研究評議会

Ｂ大学
教育研究評議会

運用の例
両大学の教育研究評議会の調整機関を置く。

Ａ大学
教育研究評議会

Ｂ大学
教育研究評議会

連携教育研究評議会（仮）
✔各大学の教育研究評議会の
議長は各大学の長

✔法人の長は各大学の
教育研究評議会の構成員となる

経営協議会
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学外者委員同数

学内者委員同数

文部科学大臣

国立大学法人

A国立大学 B国立大学
A大学

教育研究評議会

B大学
教育研究評議会

〔法人の長〕

役員会

✔ 大学の長は必ず
法人の理事として参画
他の理事とは異なる
裁量や権限を有する理事
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議
長
は

法
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の
長

法人から
理事長候補者を申出 任命

大学の長が
なる理事

副学長等教員

任命

副学長等教員

※① ※①
※② ※②

任命
※①：大学の長は、法人の長が任命する。

その任命にあたっての文部科学大臣の関わりは検討が必要。

※②：大学の副学長等の教員は、法人の長が任命する。
その任命にあたって当該大学の長が一定の関与を行う仕組みとすることも
考えられる。
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員
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※設置する大学の長が全て法人の長と異なる場合


